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(2) 情報インフラ基盤を活用したデータ流通方策の検討 （防災科研） 
(3) 被害拡大阻止のためのフラジリティ関数の検討（(千葉大学、岐阜大学) 
(4) 災害対応能力向上のための被害把握技術の検討 (静岡大学) 
(5) 事業継続能力の向上のための業務手順確立 (兵庫県立大学、関西大学) 
 
1.2 各課題の概要 
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本年度は 4 月、8 月、3 月の年 3 回実施した。第 1 回においては「プロジェクトの方向
性」「プロジェクトの実施体制」「各サブプロの研究内容」に合意・共有した。第 2 回に
おいては「各サブプロジェクトの進捗」「デ活の活動状況」について共有し「今後につ




表１．平成 29 年度 統括委員会 実施状況









































































シンポ参加者は、第 1 回は 251 名、第 2 回は 144 名、第 3 回は 162 名、第 4 回は 245
名、であり、会場キャパの 8 割～9 割を常に確保している。特に第 4 回成果報告会にお

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































表 3. 平成 29 年度 成果報告会 実施状況 
イベント 日付 時刻 場所 役割 サブプロ タイトル プレゼンター
文部科学省 研究開発局長　田中 正朗






































































































































２．分科会（ワーキンググループ）については、5 月 30 日(火) 13:30 -16:30 東京大学 
地震研 1 号館・２階セミナー室において、総括・統括、事務局、オブザーバーとして文
部科学省の出席を得て実施した。分科会の参画企業については、6 月 23 日(金)の発足
会より前に、デ活への参画を表明していた 12 社に声掛けを実施し、当日は 10 社の参
画を得た。具体的には、NTT 持株、ドコモ、東電、日東工業、小堀研究所、セコム、






企業は 120、団体（社団法人等）23, 行政機関は 9（東京都 4 機関、政令市 2、県３）、
マスコミは 13（全国紙 5、地方紙 2, 業界紙 2, 全国放送 1, ネット 3）であった。活動

















表 4. 平成 29 年度データ利活用協議会 組織・団体訪問リスト（各初回のみ記入） 
日付 時刻 場所 訪問先
4月18日(火) 13:20 -14:00 相手先 キャノン
4月18日(火) 15:30 -16:30 東大地震研 東京都総合防災部計画調整担当
4月19日(水) 10:00-11:00 文科省 セコムIS研究所
4月27日(木) 16:30 -17:30 相手先 ヤフー
５月8日(月) 15:30 -16:30 相手先 東京電力
5月16日(火) 13:30-14:30 相手先 東京ガス
7月28日(金) 10:30 -12:00 相手先 SAPジャパン
7月28日(金) 14:00-15:30 相手先 成田国際空港
8月9日(水) 12:00-14:00 東大地震研 東芝エレベーター
8月17日(木) 13:30-15:30 東大地震研 東京ガス
9月22日(木) 10:00-12:00 相手先 富士通
10月31日(火) 10:30-12:00 相手先 パナソニック
11月13日(月) 12:40-13:40 相手先 ESRIジャパン
12月5日(火) 10:00-11:00 相手先 日本生命保険相互会社
12月25日(月) 10:00-13:00 相手先（施設見学） セコム
1月23日(木) 16:00-17:30 相手先（施設見学） 東京ガス
1月26日(木) 10:00-12:00 相手先 小堀鐸二研究所  
 
(d) 引用文献 
1) 平成 29 年版 防災白書｜第 3 部第 1 章 2 2-1 地震に関する調査研究, 内閣府,平成




 "DEKATSU" Activity of Data and Service Collaboration among Private Companies 
and Academic Institutions for Tokyo Metropolitan Resilience Project, Keiko Tamura, 







・ 「首都直下地震 減災に挑む 上／「首都圏の地下で何が」,日経新聞朝刊    
2017.06.26,国内 
・  地震計データ・防災技術共有／「協議会発足13社が参加」,日刊工業新聞，17面   
2017.6.26,国内 
・ 「業界団体 BCP対応必須」,田村圭子, 日刊工業新聞,24面, 2017.7.10,国内 
・  経営ひと言／東京ガス防災グループマネージャーの小山高寛さん「防災情報共有  
・  を」,日刊工業web,2017.8.29 05:00,国内 
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防災科学技術研究所 
雪氷防災研究部門 





































































































表 1 データ流通基盤において取り扱うトピックの一例 
項番 種類 内容 
1 震度 気象庁、防災科研、企業収集データ 
2 風力、風向 気象庁、防災科研、企業収集データ 
3 雨量、積雪量 気象庁、防災科研、企業収集データ 
4 気温、湿度 気象庁、防災科研、企業収集データ 
5 車両走行 公的機関、企業収集データ 
6 携帯電話位置情報 企業収集データ 
7 鉄道運行 企業収集データ 
















































表 2 データ連携方式と連携すべきデータの特性 









リアルタイム ◯ ◯ ◯ - - - 
ニアリアルタ イ
ム 
◯ ◯ ◯ ◯ - - 
バッチ - - - - ◯ ◯ 
データ
量 
<1MB ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ 
>1MB - - - ◯ ◯ ◯ 
複雑性 連携元・先の構造
が異なる 
- - - - ◯ ◯ 
複雑な変換処 理
が必要 
◯ ◯ ◯ - ◯ ◯ 































































所属機関 役職 氏名 
国立大学法人 千葉大学  
大学院工学研究院 







 (b) 業務の成果 
1) 熊本地震における地震動データの収集・整理 
  2016 年 4 月 16 日に発生した熊本地震の本震について、地震動データの収集・整理を
実施した。地震動データに関しては、防災科学研究所の K-NET および KiK-net の計 698












   
 














































図 2 益城町による被害認定調査結果と家屋台帳の突合データに基づく建物被害分布 
 
（461 棟）、建築面積 20m2未満のデータ（142 棟）、地上階のないデータ（11 棟）を削除




分析した．建物の構造別被害率を図 3 に示す。全壊率は木造が最も高く、次いで CB 造，
S 造，軽量 S 造，RC 造の順に低くなっている。  












図 3 益城町建物の構造別被害率  
 
図 4 益城町の木造建物の年代別被害率 
 









  木造建物の屋根形式別の被害率を図 6 に示す。いずれの年代区分おいても、全壊率は
瓦屋根の建物が最も大きくなっている。1991 年以降，金属屋根とスレート屋根の建物の
全壊率はほとんど変わらない。 
2016 年熊本地震における益城町の木造建物の全壊率を 1995 年兵庫県南部地震におけ
る神戸市灘区 5)、西宮市 6)、2007 年新潟県中越沖地震における柏崎市 7)の結果と比較し






図 6 益城町の木造建物の屋根形式別被害率 
 
















1) 国土技術政策総合研究所：平成 28 年(2016 年)熊本地震建築物被害調査報告（速報） 
2) 内閣府：災害に係る住家の被害認定基準運用指針 
http://www.bousai.go.jp/taisaku/pdf/shishinall.pdf 
3) Urakawa G, Hayashi H, Tamura T, Inoguchi M, Horie K, Higashida M, Hamamoto 
R: Building comprehensive disaster victim support system, Journal of Disaster 
Research, 5(6), pp. 687-696, 2010. 




日本建築学会構造系論文集，第 527 号, pp. 189-196, 2000. 
6) 山口直也，山崎文雄：詳細な建物情報を含む被災度調査結果に基づく西宮市の地震動
分布の再推定，土木学会論文集, No. 640/I-50, pp. 203-214, 2000. 
7) 長尾拓真，山崎文雄：2007 年新潟県中越沖地震における柏崎市の建物被害分析，地
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 (b) 平成２９年度業務目的 
平成 28 年熊本地震における地震動データの収集・整理を実施する。複数インフラ
の被害データの収集・整理を実施する。 
 (c) 担当者 
所属機関 役職 氏名 
















































PGV を適用した。図 2 より、液状化領域では、益城町において PGV=120~190[cm/s]の範囲
で R=0.361~0.416[km/km]と高い被害率を示すことが明らかとなった。次いで、小千谷市
や長岡市で PGV=70~110[cm/s]の範囲で R=0.214~0.574[km/km]と高い被害率を示す。熊本






図 2 地表面最大速度 PGV と被害率 R の関係  
 
3) 熊本地震における鉄道運休のフラジリティとレジリエンス 
 2016 年熊本地震における鉄道施設（JR 西日本（新幹線）・JR 九州（新幹線、在来線）・
公営鉄道・民営鉄道・第三セクター）を対象として、機能的被害・復旧データを収集・整 
理した。まず地震動分布については、4 月 16 日の本震に関して、地震動マップ即時推定
システム(QuiQuake)による推定結果を修正した推定震度分布（東京工業大学 松岡昌志教
授提供）を用いた。これと鉄道路線データとを重ね合わせ、各駅における推定計測震度を








a) 鉄道路線沿いの推定震度分布 (b) 鉄道運休の有無    (c) 鉄道運休期間  
  
 (d) 推定震度と鉄道運休の有無の関係  (e) 推定震度と鉄道運休期間 
図 3 震度に基づく鉄道運休のフラジリティとレジリエンス 
 
4) 高速道路の復旧予測式の見直し 









                    (1) 
 ここで、𝑥𝑥1をインターチェンジ（IC）間の距離に対する震度 5 弱および震度 5 強の揺れ  
に曝された距離の割合、𝑥𝑥2を IC 間の距離に対する震度 6 弱以上の揺れに曝された距離  





同様に、𝑥𝑥𝑀𝑀はモーメントマグニチュード（Mw）、𝑥𝑥𝑡𝑡は地震後の経過時間、p は IC 間の
地震後の経過時間に応じた復旧確率を表す。ロジスティック回帰分析の結果、b 0  = 
8.40、b 1  = -1.51、b 2  = -2.27、b 3  = -1.75、b M  = -0.88、b t  = 0.27 となった。この式の
Area under the curve (AUC)4)は 0.89、最適な閾値は p = 0.71 となり、モデルの判別能力
は良好と考えられる。  











度 Vs=350m/s 相当）に作用した地震波の推計を試みた。 
 得られた地震波に基づく加速度応答、速度応答、変位応答スペクトル（図 5）によれば、
全体的にいずれの周期帯域においても NS 方向に比べ EW 方向の数値が卓越する。しかし東
京湾岸グループの施設下においては 5s から 10s 付近の周期帯域で他グループより卓越す
る。速度応答スペクトルについては、東京湾岸を除く 3 グループにおいて 5s から 30s の
周期帯域で 50cm/s を超える大きな応答を示すとともに、東京湾岸グループについても
50cm/s は超えないが周期 10.23s で最大 48.49cm/s の応答を示し、加速度応答に比べ比較
的大きな値となる。変位応答スペクトルについては、日本海、太平洋グループで類似した
傾向を示し、その最大値は周期 17.3s 付近で 240cm を超える非常に大きな応答となる。茨











る。そこで、2016 年熊本地震で被災した 5 市町村における避難者の発生とその解消過程に
ついて、家屋被害、停電・断水、余震、仮設住宅の整備等に関する状況とあわせて時系列




間を短期（平均 3 日未満）・中期（平均 3 日以上 30 日未満）・長期（平均 30 日以上）の 3
区分として混合数 3 の混合指数分布を用いた。益城町では図 7(a)に示すように、短・中・











































































(a) 益城町の例        (b) 対象 5 市町村のモデル係数 
図 7 混合指数分布によるフィッティングと対象 5 市町村のモデル係数 
 
(d) 引用文献 
1) 水道技術研究センター：平成 28 年熊本地震を踏まえた「地震による管路被害予測式」
の見直しに関する検討，2016. 
2) 国土交通省：報道資料 「熊本県熊本地方を震源とする地震について(第 1 報～第 49
報)」http://www.mlit.go.jp/saigai/saigai_160416.html 
3) 上原康平，丸山喜久：既往地震データに基づく高速道路の復旧予測に関する統計分析，
土木学会論文集 A1（構造・地震工学），Vol. 72, No. 4, pp. I_110-116, 2016. 
4) Hanley, J.A. and McNeil, B.C.: The meaning and use of the area under a receiver operating 









・  Evaluation of road surface irregularity using accelerations recorded by car 
navigation systems（口頭）, Y. Maruyama and S. Nagata, 12th International 
























喜久，日本地震工学会論文集，Vol. 17, No. 2, pp. 62-73, 2017，国内 
・ Urban growth prediction of special economic development zone in Mae Sot 
District, Thailand, T. Suvachananonda and Y. Maruyama, Engineering Journal, 





















































   被害把握技術の課題抽出検討と課題に対して適用可能な技術的要素を検討する。 
(c) 担当者 
所属機関  役職  氏名  























のための被害把握技術」を確立するものである。本年度は平成 29 年 12 月 1 日、平成 30 年














ータ作成方法について検討を重ね、平成 30 年度に向けた環境整備を実施した。 
 
 








































響を受けることを考慮し、1 週間単位（計 58 週間）で業務発生率の平均値を算出し、相関
係数を導出することとした。その結果として、表 2 を得た。 
 













a) 熊本地震を事例とした Twitter 画像データの収集と基礎分析 
 近年では、スマートホンやタブレット端末の普及、インターネット環境の普及に加え、SNS
（ソーシャルメディア）を平時から活用する環境が、社会全体に広がっている。この ICT






度 7 が発生した当日から 1 週間（2016 年 4 月 14 日 00 時 00 分 00 秒から 2016 年 4 月 20
日 23 時 59 分 59 秒まで）に投稿されたもの」を条件とした。また、被災地において震度
7 および 6 強の強震地域を網羅するために、「右上（N33.20°, E131.30°）, 右下（N32.30°, 
E131.30°）, 左下（N32.30°, E130.40°）, 左上（N33.20°, E130.40°）」の矩形内の





めに、twitter データに付与された位置情報をもとに、空間密度を算出し、図 3 を得た。
























   
図 4 twitter 画像の被害種別・投稿日時別分析 
b) 機械学習のための教師データ作成 
一般的に画像等を機械分類するためには、事前に教師データを作成し、それを機械学習















































表 3 機械学習を用いた写真判別の正答率 
 

























・ Munenari Inoguchi, Keiko Tamura, Kei Horie and Haruo Hayashi, Clarifying 
the Transition of Workload for Victims Life Reconstruction Support Programs 
in Affected Local Governments Using the Victims Master Database -Comparison 
between the 2007 Chuetsu-oki Earthquake and the 2016 Kumamoto Earthquake- 




・ Munenari Inoguchi, Keiko Tamura, Haruo Hayashi, Keisuke Shimizu, Time-Series 
Analysis of Workload for Support in Rebuilding Disaster Victims' Lives -
Comparison of the 2016 Kumamoto Earthquake with the 2007 Niigataken Chuetsu-
oki Earthquake-（査読付き論文）, Journal of Disaster Research, Vol.12, No.6, 
pp.1161-1173, 2017 年, 国際 
・ 井ノ口宗成・田村圭子・清水啓佑, 被災者生活再建支援にかかる業務量シミュレー
ションツールのプロトタイプ開発 ～2007 年中越沖地震と 2016 年熊本地震を事例と
して～, 電子情報通信学会技術研究報告 安全・安心な生活と ICT, vol. 117, no. 
401, pp.103-106, 2018 年, 国内 
・ 井ノ口宗成・田村圭子・辻道代・林春男, アプリケーションログに基づく被災者生
活再建支援システムの利用ニーズ分析 ～2016 年熊本地震の被災自治体を事例とし
て～, 電子情報通信学会技術研究報告 安全・安心な生活と ICT, vol. 117, no. 232, 
pp.1-4, 2017 年, 国内 
・ 清水啓佑・井ノ口宗成, 被災者生活再建支援にかかる業務量の基礎分析 ～2016 年
熊本地震を事例として～, 電子情報通信学会技術研究報告 安全・安心な生活と ICT, 

















































所属機関 役 職 氏 名 
公立大学法人 兵庫県立大学  
環境人間学部  







































図 1 資料共有機能「防災リテラシーハブ」のトップ画面  






















ージ BCP をまなぶ」を制作・公開した。 
 「防災リテラシーハブ」のトップページにあるアイコン「特集 BCP をまなぶ」をクリ
ックすると特集ぺージに飛ぶことができる。コンテンツは全部で 123 コンテンツあり、
「Pick up」（これまでの災害対応教訓をもとに BCP の策定手法を総合的・網羅的に扱っ
ているコンテンツ）、「様々な BCP を知る」（実際の企業・自治体等の BCP が一部ではなく
全体的に公表・紹介されているコンテンツ）、「実際の対応例」（災害時の実際の災害対応
事例、課題などがまとめられているコンテンツ）、「その他」（その他の BCP に関するコン
テンツ）の 4 カテゴリーに分類されている。 
「Pick up」は、内閣府防災担当・企業防災のぺージ、経団連・企業の地震対策の手引き、
全国建設業協会・地域建設業における「災害時事業継続の手引き」、中小企業庁・中小企
業 BCP 策定運用指針～緊急事態を生き抜くために～など 12 コンテンツ、「様々な BCP を
知る」は、トヨタ自動車株式会社・リスクマネジメント、北陽警備保障株式会社・事業
継続計画(BCP)の取り組みに対する情報開示、愛知県・あいち BCP モデル BCP 取り組み
事例集など 51 コンテンツ、「実際の対応例」は、リスク対策.com・熊本地震 企業が危機
を乗り超えた 15 のポイント、北林他・2011 年東北地方太平洋沖地震における生産施設
の事業継続など 9 コンテンツ、「その他」は株式会社インターリスク総研・金融機関の業

















2) 災害対応工程管理システム BOSS の開発および各災害対応との連動・展開の試み 
a)災害対応の工程（プロセス）化 







物資の供給など 47 種の災害対応業務に対して約 500 工程を構築した。熊本県、西原村、






















b) 各工程に関連する個別 ICT の展開 
災害対応の各工程に対して、必要な ICT を関連付け、必要なタイミングで必要な ICT シ
ステムを提示できるようにする。その中で、本期間では、BOSS と避難所情報収集システ













































図 6 帰宅困難者支援施設運営ゲーム（企業内待機版）の構成 
 
















図 7 滞留方針シート 
 
 


















・ The influence of the Kumamoto earthquakes on public risk perception and 
trust toward authorities（口頭）, OHTOMO, S., KIMURA, R. and HIRATA, N., 
JpGU-AGU Joint Meeting 2017（日本地球惑星科学連合・アメリカ地球物理学連合
2017年合同大会）, 幕張メッセ, 2017.5.20. 国際 
・ 災害軽減のために余震予測はなぜ必要か？（ポスター）, 平田直・木村玲欧, JpGU-
AGU Joint Meeting 2017（日本地球惑星科学連合・アメリカ地球物理学連合2017年
合同大会）, 幕張メッセ, 2017.5.20. 国内 
・ Far-off triage by using parameters from wearable smart watches for 
earthquake emergency responses（口頭）、Md. Shakhawat HOSSAIN, K. Chaitanya 
and M. Numada、proceedings of 16th International Symposium on New Technology 
for urban safety of mega cities in asia, SU1-03-022, 26th, November 2017, 
Sendai アブストラクト査読あり、国際 
・ STUDY ON ASSOCIATION BETWEEN DISASTER RESPONSE AND DISASTER INFORMATION（口
頭）, TAKANORI KATO, NUMADMUNEYOSHI NUMAD, KIMIRO MEGURO, proceedings of 
16th International Symposium on New Technology for urban safety of mega 




・ "A Study on the 2016 Kumamoto Earthquake: Citizen’s Evaluation of 
Earthquake Information and Their Evacuation and Sheltering Behaviors", 
KIMURA, R., OHTOMO, S. and HIRATA, N., Journal of Disaster Research, Vol.12, 
No.6, pp.1117-1138, 2017.  査読あり、国際 
・ “Verification of Information Sharing System on Shelter，  COCOA，  at 
Comprehensive Disaster Drill in Ishinomaki City”, Muneyoshi Numada， Satoshi 
Takatsu， Yasuhide Yamauchi，Kimiro Meguro and Tetsuo Ito, Journal of Disaster 
Research, Vol.12, No.1, pp. 90-105, 2017. 査読あり、国際 
・ 緊急支援機能に基づく東日本大震災における医療対応の考察 ―超急性期から亜急
性期にかけての岩手県の9日間―, 秋冨慎司・小山晃・爰川知宏・前田裕二・木村玲
欧・田村圭子・林春男・目黒公郎, 地域安全学会論文集, No.32, 8pp.(電子ジャー


































































 (c) 担当者 
所属機関 役職 氏名 
学校法人関西大学 
社会安全研究センター長 





























262 万食を届けた。ところがそこからは宅急便で 855 カ所の指定避難所に救援物資を届け
ようとしたが、交通渋滞が広範囲に起こり、円滑に進まなかった。部分最適ではあったが









っても、カーナビで渋滞情報がほぼリアル                  
タイムで提供されるので、かえっ
て渋滞が広域化してひどくなった
ことがわかっている。                            
その結果、救援物資を積んだトラ
ックが、目的地に長時間到着でき
























道路化である。さらに、        図２ 火山地帯や津波常襲地などの災害脆弱地域での 






























2) レジリエンスと縮災（Disaster Resilience） 
 Resilience の類似語は、つぎの 8 つが指摘されている。すなわち、① Flexibility（柔
軟性）、② Adaptability（適用性）、③ Innovation（革新性）、④ Robustness（強靭




いることが多い。本研究担当者は Disaster Resilience を縮災と訳した。これは図４に示
すように、被害の大きさを表す ABC の三角形を小さくすることであると考えるとわかりや




（National Science & Technology Council）が設置されているが、その中に、減災小委





















National Resilience の訳である。日本政府はこれまで、この national という単語をいつ
も「国土」と訳してきた。たとえば、国土のグランドデザイン、国土形成計画がそうであ
る。国土とは英語で national land という。もともとの意味は国を構成する“みんなの土
地”ということである。国土強靭化とは、national land resilience の訳だから、みんな
の土地のレジリエンスであって、決して national resilience ではない。国土強靭化と聞
 図４ 縮災（Disaster Resilience）の減災効果を示す 
































（1853）6 月 3 日に浦賀沖
にペリー提督が来航し、
欧米列強が開国を迫った外圧だけによってわが国の政治体制が変わったわけではないので
ある。                   
明治維新政府は、欧米先進国の政治機構を真似て、キャッチアップし、近代国家に脱




ない。ただし、1900 年代の 100 年に限っても、わが国の自然災害による犠牲者数は米国







からだ。とくに、南海トラフ巨大地震が起これば、死者は 32 万 3 千人である。これは、
表１のように、明治以降、犠牲者数 1 位となった太平洋戦争による 310 万人に次いで 2 位
に位置する。この数字がいかに巨大かは、自然災害による近代に入ってからの総死者数約





































 表１ 明治維新以来 150 年間で起こった巨大災害と戦争による
犠牲者 



















1) 公益財団法人 ひょうご震災記念 21 世紀研究機構：東日本大震災から 7 年 事例に学ぶ
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河田惠昭 毎日新聞 2017.4.30 国内 
常二備ヘヨ 孤立集落 備蓄
率わずか 1 割 
河田惠昭 産経新聞 2017.5.16 国内 
災害に強い社会 担い手に 河田惠昭 神戸新聞 2017.5.17 国内 
長期避難による関連死深刻 河田惠昭 朝日新聞 2017.7.6 国内 
復興の虚実 「防潮堤」守るべ
きもの 
河田惠昭 朝日新聞 2017.9.14 国内 
阪神・淡路大震災 23 年 熊
本、未来への教訓① 
河田惠昭 熊本日日新聞 2018.1.18 国内 
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１）首都圏レジリエンスプロジェクト データ利活用協議会 第 2 回シンポジウム 
「企業が進める首都圏レジリエンス向上の試み」 
日時 ： 平成 29 年 9 月 19 日（火） 10:00 - 12:00 (開場:09:30) 
会場 ： 経団連ホール南（〒100-0004 東京都千代田区大手町 1-3-2 経団連会館 2F） 
主催 ： 国立研究開発法人防災科学技術研究所 
 
プログラム 
あいさつ  文部科学省 
はじめに   
1) 研究者より 
「首都圏を中心としたレジリエンス向上のために欠かせない企業活動」 
首都圏レジリエンスプロジェクト総括 平田 直 
2) 研究者より 
「首都圏レジリエンスプロジェクト データ利活用協議会の活動報告」 
プロジェクト統括 田村 圭子 
 
デ活の目指すもの   
3) 研究者より「“デ活参画企業・組織”と地震研究における連携の可能性」 
プロジェクト統括 酒井 慎一 
 
4) 企業より(1)「ミサワホームの取り組み」 
ミサワホーム株式会社 技術部 構造技術課長 中庄谷 博規 
 
5) 企業より(2)「MeSO-net 観測網の充実を目指した揺れデータ無線収集技術の研究開発」 
株式会社 東芝 研究開発センター ネットワークシステムラボラトリー 佐方 連 
  
6) 企業より(3)「BCP に基づく災害対応拠点検討型防災訓練について」 
 西日本高速道路株式会社 関西支社 保全サービス統括課長代理 橋本 啓 
 
パネルディスカッション 「デ活：今後の活動の可能性」 
パネリスト ：平田総括、酒井統括、牧 紀男（京都大学）、 
企業(1)(2)(3)モデレーター：田村 圭子（プロジェクト統括） 
 




２）首都圏レジリエンスプロジェクト データ利活用協議会 第 3 回シンポジウム 
「データ利活用が目指す３つの先進技術」 
日時 ： 平成 30 年 1 月 16 日（火） 10:00 - 12:00 (開場:09:30) 
会場 ： 銀座フェニックスプラザ２F フェニックスホール 
（〒104-8139 東京都中央区銀座 3-9-11 紙パルプ会館） 
主催 ： 国立研究開発法人防災科学技術研究所 
 
プログラム 
あいさつ  文部科学省 
はじめに  
1) 研究者より(1)特別講演：「阪神・淡路大震災発生から明日で 23 年～都市直下型地震に
学ぶ～」首都圏レジリエンスプロジェクト総括 平田 直 
2) 企業より(1) 
「災害時における都市機能継続を目指したスマートシティ国際標準化について」 
パナソニック株式会社 全社 CTO 室 技術渉外部 標準化推進課 主幹 下地 達也 
 
3) 企業より(2) 
「次世代の Web GIS の展望：GeoHUB 等、基盤による個々のニーズへの対応」 




早稲田大学 理工学術院 教授 サブプロ c 統括 西谷 章 
 
パネルディスカッション 「データ利活用が目指す３つの先進技術」 
パネリスト ：下地氏、名和氏、西谷 章（プロジェクト c 統括）、 
平田 直（プロジェクト総括） 
中島 正愛氏（株式会社小堀鐸二研究所 代表取締役社長/アドバイザリーボード構成員） 
モデレーター：田村 圭子（プロジェクト a 統括） 
 
おわりに  






平成 29 年度 成果報告会 ～データ利活用が紡ぐ新たな価値の創造～ 
日時 ： 平成 30 年 3 月 1 日（木） 13:00-17:00 
会場 ： 経団連会館 2 階 国際会議場（〒100-0004 東京都千代田区大手町 1-3-2） 
 
プログラム 
あいさつ  文部科学省 
はじめに  首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上プロジェクトの全体像 
プロジェクト総括 平田 直 
 
(第 I 部)本年度の成果報告  
サブプロ(a）：首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上に資するデータ利活用に向け
た連携体制の構築 からの報告  
1) サブプロ(a)の総括・データ利活用協議会の設置・運営 
サブプロ(a)統括 新潟大学 教授 田村 圭子 
2) 情報インフラ基盤を活用したデータ流通方策の検討 
サブプロ(a)統括 防災科学技術研究所 雪氷防災研究部門長 上石 勲 
3) 被害拡大阻止のためのフラジリティ関数の検討 
千葉大学 教授 山崎 文雄 





関西大学 教授 河田 惠昭 




サブプロ(b)統括 防災科学技術研究所 首都圏レジリエンス研究センター 青井 真 
2) MeSO-net 観測点における地表地震記録の推定 
防災科学技術研究所 首都圏レジリエンス研究センター 先名 重樹 
3) スマホ地震計の設置に関する開発 
防災科学技術研究所 首都圏レジリエンス研究センター 東 宏樹 
4) 揺れデータ無線収集装置の一次試作結果 
（株）東芝 研究開発センター ネットワークシステムラボラトリー  
主任研究員 佐方 連 
5) 伊豆島弧衝突帯３次元プレート形状推定に向けて  





データ収集・整備 からの報告  
1) 簡易・広域センシングを用いた広域被害把握・危険度判定 
名古屋大学 准教授 長江 拓也 
2) 災害拠点建物の安全度即時評価および継続使用性即時判定 
東京大学 准教授 楠 浩一 
3) 災害時重要施設の高機能設備性能評価と機能損失判定 
京都大学 准教授 倉田 真宏 
4) 室内空間における機能維持 
防災科学技術研究所 主任研究員 佐藤 栄児 
豊橋技術科学大学 助教 林 和宏 
5) データ収集・整備と被害把握システム構築のためのデータ管理・利活用検討 
サブプロ(c)統括 早稲田大学 教授 西谷 章 
 
(第 II 部)本年度の注目研究  
1) 首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上プロジェクト 
～MOWLAS(陸海統合観測網)との連携による企業・組織力の向上～ 
プロジェクト総括 平田 直 
2) 高密度地震計を利用した地震防災対策 ～地震防災システム SUPREME～ 
東京ガス株式会社 防災・供給部  
防災グループマネージャー 兼 供給指令室長 小山 高寛 
 
3) 東京ガスとのデータ利活用連携から知る首都圏地震の実態 
サブプロ(b)統括 東京大学 地震研究所 准教授 酒井 慎一 
 
(第 III 部)本プロジェクトをとりまく環境  
1) 災害情報ハブの取組状況について～官民の情報連携による災害対応の実現～ 
内閣府 政策統括官（防災担当）付 参事官（防災計画担当） 米津 雅史 
 
2) データ利活用が紡ぐ新たな価値の創造 




















"DEKATSU" Activity of 
Data and Service 
Collaboration among 
Private Companies and 
Academic Institutions for 
Tokyo Metropolitan 
Resilience Project, 
Keiko Tamura,  
 
Naoshi Hirata 








3.1.3   被害拡大阻止のためのフラジリティ関数の検討 
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河田惠昭 毎日新聞 2017.4.30 国内  
常二備ヘヨ 孤立集落 
備蓄率わずか 1 割  
河田惠昭  産経新聞  2017.5.16 国内 
災害に強い社会 担い
手に  
河田惠昭 神戸新聞 2017.5.17 国内 
長期避難による関連死
深刻 
河田惠昭 朝日新聞 2017.7.6 国内 
復興の虚実 「防潮堤」
守るべきもの  
河田惠昭 朝日新聞 2017.9.14 国内 
阪神・淡路大震災 23 年 
熊本、未来への教訓① 
河田惠昭 熊本日日新聞 2018.1.18 国内 
東日本大震災 7 年 私
たちの備えは 









議会の活動には、企業は 120、団体は 23、行政機関は 9、のべ 468 人が参加しました。広
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